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平成１７年中小企業実態基本調査速報（要旨） 
（平成１７年９月調査） 

業種横断的な中小企業の実態調査を実施 

Ⅰ 速報のポイント 

＜調査の特徴＞ 

・中小企業の財務情報、経営情報及び設備投資動向等を把握するための業種横断的な実態調査 

・調査の範囲は、建設業、製造業、情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、不動産業、飲食店・宿

泊業及びサービス業（９業種）に属する中小企業（中小企業全体の９２．２％） 

・調査方法は、平成１３年事業所・企業統計調査結果を母集団として、中小企業（調査対象業種）

から約１０万社を無作為抽出（標本調査） 

・本報告書（速報）は、有効回答４５，４５１社（有効回答率４７．９％）を基に推計 

＜速報のポイント＞ 

・平成１７年の中小企業数（調査対象業種）は前年から合計で３．８％減少、すべての調査対象

業種（９業種）で減少 

・平成１７年の従業者数は前年から３．３％減少、サービス業、情報通信業及び建設業の３業種で

増加、他の６業種で減少 

・平成１６年度の１企業当たりの売上高は前年度から１．７％減少、情報通信業、製造業及び建

設業の３業種で増加 

・平成１６年度の法人企業１企業当たりの経常利益は前年度から８．３％増加、卸売業、製造業、

情報通信業、飲食店・宿泊業及び運輸業の５業種で増加 

・平成１６年度の１企業当たりの設備投資額は前年度から０．８％増加、情報通信業、飲食店・

宿泊業、製造業及び運輸業の４業種で増加 

＜トピックス＞ 

・中小企業（調査対象業種）のうち株式会社は４９．３％ 

・そのうち株式譲渡制限を定めている株式会社は５６．７％ 

  

計 法人企業 個人企業

企業数 ▲ 3.8 ▲ 2.8 ▲ 4.5

従業者数 ▲ 3.3 ▲ 2.0 ▲ 7.1

売上高（１企業当たり） ▲ 1.7 ▲ 2.2 ▲ 7.8

項　目

主要項目の調査結果
中小企業（調査対象業種）

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
中小企業庁事業環境部企画課調査室 

担当者 ： 花木、平野 

ＴＥＬ ： （代表）０３－３５０１－１５１１（内線）５２４１ 
      （直通）０３－３５０１－１７６４ 
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Ⅱ 調査の概要 

１．調査の目的 

中小企業実態基本調査は、中小企業基本法第１０条の規定に基づいて、中小企業全般に共通す

る財務情報、経営情報及び設備投資動向等を把握し、中小企業施策の基礎資料とするための新た

な調査として、平成１６年に第１回調査を実施し、平成１７年９月に第２回調査を実施した。 

本調査は、統計報告調整法に基づく承認統計調査として、今後も毎年実施する予定。 

２．調査の範囲 

  本調査は、平成１３年事業所・企業統計調査（総務省）結果を母集団として、建設業、製

造業、情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、不動産業、飲食店，宿泊業及びサービス業（９業

種）に属する中小企業から、調査対象約１０万社を抽出する標本調査として実施した。 

３．調査期日及び調査時点 

平成１７年９月２５日調査、平成１６年度決算に基づく実績報告。 

４．調査の特徴 

  中小企業の取引金融機関、委託の状況、受注の状況及び電子商取引の状況等について調査（７

月の確報で公表予定）。 

本調査は、調査の標本設計、調査名簿作成、調査の実施、審査・集計及び報告書作成等のすべ

てを委託する包括的民間委託調査として実施した。 

今回の調査では、調査票提出期限までに提出のなかったすべての企業に対して、協力依頼状の

送付に加えて、電話による協力依頼を実施した。 

５．調査企業数及び回答数 

  今回の調査は、回答率４８．３％（有効回答率４７．９％）で、中小企業を対象とする郵送調

査としては高い回答率であった。 

  

（％） （％）

94,824 45,776 48.3 45,451 47.9

61,727 29,818 48.3 29,597 47.9

５人以下 39,188 17,353 44.3 17,325 44.2

６～２０人 12,955 6,635 51.2 6,623 51.1

２１～５０人 4,291 2,494 58.1 2,487 58.0

５１人以上 5,293 3,336 63.0 3,162 59.7

33,097 15,958 48.2 15,854 47.9　個人企業

　法人企業

回答率
有　 効
回答率

有　 効
回答数

区分

合　　計

回答数標本数
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Ⅲ 平成１７年調査の概況 

１．中小企業（調査対象業種）の企業数 

・平成１７年の中小企業（調査対象業種）は、前年から３．８％減少 

・すべての調査対象業種（９業種）、すべての従業者規模で減少 

・法人企業は前年から２．８％減少、個人企業は同４．５％減少 

 

　　　　　　　　　　①業種別 　　　　②従業者規模別

平成１７年中小企業数（調査対象業種）の動向
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２．中小企業（調査対象業種）の従業者数 

・平成１７年の中小企業（調査対象業種）の従業者数は、前年から３．３％減少 

・サービス業（５．１％）、情報通信業（１．２％）、建設業（０．７％）の３業種が増加、

飲食店・宿泊業（▲１２．０％）、運輸業（▲８．２％）、卸売業（▲６．５％）など６

業種が減少 

・法人企業は前年から２．０％減少、個人企業は同７．１％減少 

 

　　　　　②従業者規模別

平成１７年中小企業（調査対象業種）の従業者数の動向

　　　　　　　　　　　①業種別
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３．中小企業（調査対象業種）の１企業当たりの売上高 

・平成１６年度の中小企業（調査対象業種）１企業当たりの売上高は、前年度から１．７％

減少 

・情報通信業（２９．４％）など３業種が増加、卸売業（▲１５．２％）など６業種が減少 

・法人企業の１企業当たり売上高は、前年度からすべての規模で減少（平均▲２．２％） 

 

平成１７年中小企業（調査対象業種）の１企業当たり売上高の動向

　　　　　　　　　　①業種別 　　　　②従業者規模別
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４．中小企業（調査対象業種）の１企業当たりの経常利益 

・平成１６年度の中小企業（調査対象業種）１企業当たりの経常利益は、前年度から８．３％

増加 

・卸売業（８１．２％）、製造業（３２．１％）、情報通信業（２６．９％）など５業種が

増加、小売業（▲２６．２％）、サービス業（▲１８．５％）など４業種が減少 

・法人企業の１企業当たりの経常利益は、前年度から平均２．８％増加、だが小規模ほど厳

しい状況 

 

　　　　　　　　　　①業種別

平成１７年中小企業（調査対象業種）の１企業当たり経常利益の動向

　　　　②従業者規模別
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５．中小法人企業（調査対象業種）の１企業当たりの設備投資額 

・平成１６年度の中小法人企業（調査対象業種）１企業当たりの設備投資額は７５２万円、前

年度から０．８％増加 

 ・製造業、情報通信業、飲食店・宿泊業で１企業当たりの設備投資額が大きく増加 

 ・従業者数５１人以上の法人企業で１企業当たりの設備投資額が増加、その他の規模は減少 

 

中小法人企業（調査対象業種）の１企業当たりの設備投資額（産業大分類別） 
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中小法人企業（調査対象業種）の１企業当たりの設備投資額（従業者規模別） 

（注１）平成１６年調査で平成１４年度、１５年度の設備投資額を調査。
（注２）平成１７年調査で平成１６年度の設備投資額を調査。
（注３）グラフ中の数値は平成１６年度の実績。
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＜トピックス＞ 

中小企業（調査対象業種）における株式譲渡制限株式会社の状況 

 

１．株式会社の割合 

・中小企業（調査対象業種）の株式会社は、中小法人企業全体の４９．３％ 

・情報通信業（７０．９％）、卸売業（６３．０％）が高く、飲食店・宿泊業（２６．０％）、

小売業（３８．４％）が低い 

２．株式譲渡制限を定めている株式会社の割合 

  ・中小企業（調査対象業種）の株式会社のうち株式譲渡制限を定めている株式会社は、５

６．７％ 

・情報通信業（７１．２％）、不動産業（６４．７％）などが高く、小売業（４２．４％）、

飲食店・宿泊業（４５．４％）が低い 

 

 

中小企業（調査対象業種）の株式会社の割合

49.3 53.6 52.9

70.9

57.7
63.0

38.4
48.7

26.0

46.7

0

20

40

60

80

100

合
　

計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

飲
食
店

・
宿
泊
業

サ
ー
ビ

ス
業

（％）
中小企業（調査対象業種）

株式譲渡制限を定めている株式会社の割合
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